
 

訴訟代理人弁護士の報酬の支払に関する指針 

平成２７年３月２３日 

総務局長決裁 

○ 目的 

  この指針は、訴訟代理人弁護士の報酬の支払に関して、全市的に統一された基準を策定することに

より、本市における訴訟代理人弁護士の報酬の支払についての説明責任を明確化することを目的とす

る。 

 

○ 適用対象 

 

第１ 対象となる報酬 

訴訟の代理人である弁護士に支払う報酬 

なお、調停、仮処分その他の訟務事務の代理人である弁護士に支払う報酬についても、本指針に

準じた取扱いをするものとする。 

 

第２ 対象部局  

  訴訟所管局（総務局、都市整備局、水道局、教育委員会事務局、行政委員会事務局及び財政局）

（※） 

※ 訴訟所管局が所管する訴訟は、次の各号のとおり 

 ⑴ 総務局 代表者が市長となる訴訟（大阪市事務分掌規則（昭和 24 年大阪市規則第 133 号）第

20条住宅部管理課の項第３号に規定する訴訟を除く。） 

 ⑵ 都市整備局 代表者が市長となる訴訟（大阪市事務分掌規則第 20条住宅部管理課の項第３号に

規定する訴訟に限る。） 

 ⑶ 水道局 代表者が水道局長となる訴訟 

 ⑷ 教育委員会事務局 代表者が教育委員会となる訴訟 

 ⑸ 行政委員会事務局 代表者が選挙管理委員会、人事委員会又は監査委員となる訴訟 

   ⑹ 財政局 代表者が固定資産評価審査委員会となる訴訟 

 

○ 大阪市訴訟代理人弁護士報酬基準 

 

第１ 基本的な算定方法 

 

 １ 着手金 

   ５万円 ＋ 事件の難易、労力等による額（※） 

 ※ 事件の難易、労力等による額 

次の６項目について、０点から４点までの範囲で点数化（２４点満点）し、その合計点数×



５万円から額を算出 

Ａ 事件の難易 

① 事案・争点の複雑性 

② 法的な争点の難易度 

③ 有利となる証拠 

    Ｂ 時間及び労力 

① 事案の専門性 

② 書面作成等に要する労力の見込み 

③ 尋問の実施に要する労力の見込み 

 

 ２ 謝金 

   基礎額 × 勝訴割合 により算定する。 

 

  ⑴ 基礎額 

５万円 ＋ 事件の難易、労力等による額（※） 

※ 事件の難易、労力等による額 

次の６項目について、０点から４点までの範囲で点数化（２４点満点）し、その合計点数

×５万円から額を算出 

Ａ 事件の難易 

① 事案・争点の複雑性 

② 法的な争点の難易度 

③ 有利となる証拠 

Ｂ 時間及び労力 

① 事案の専門性 

② 書面作成等に要した労力 

③ 尋問の実施に要した労力 

 

⑵ 勝訴割合（和解による場合も同様） 

① 完全勝訴の場合 １．２５ 

② 一部勝訴（本市有利）の場合 １．０ 

③ 一部勝訴（本市有利以外）の場合 ０．７５から０．２５までの範囲内で、本市不利の度

合いを勘案して定める割合 

  ④ 完全敗訴の場合 ０ 

 

第２ 例外的な算定方法 

 



１ 特別な事情を考慮した増額・減額 

 

⑴ 次の事情を特に考慮する必要があるときは、上記第１．１により算定した着手金の額又は上

記第１．２(1)により算定した謝金の基礎額を、８０％を限度として増額することができる。 

① 本市の事務に与える影響 

② 社会的影響 

③ 特別の困難度 

④ 特別の労力 

⑤ 原告等への特別の対応 

⑥ その他上記第１の算定では評価し得ない増額することが相当と認められる事情 

 

⑵ 次のいずれかに該当する場合は、労力等を勘案の上、上記第１．１により算定した着手金の

額又は上記第１．２(1)により算定した謝金の基礎額を、９０％を限度として減額することが

できる。 

① 先行する事件と同内容の事件を同一の弁護士に委任する場合 

② 第１審にて勝訴した事件の控訴事件を引き続き同一の弁護士に委任する場合 

③ その他上記第１の算定では評価し得ない減額することが相当と認められる事情がある場合 

 

⑶ 経済的利益が４，０００万円を超え、かつ、当該事件の経済的利益が本市にもたらす影響を

加味して謝金を算定することが適当と認められる場合には、上記第１．２(1)及び第２．１(1)(2)

により算定した謝金の基礎額に経済的利益に応じた額の加算（※）を行うことができる。 

※ 経済的利益に応じた額の加算 

経済的利益の各価格帯ごとに係数を乗じて積み上げる 

・４，０００万円を超え１億円以下の部分 ×0.02（０～１２０万円） 

・１億円を超え３億円以下の部分     ×0.01（計１２０万円～３２０万円） 

・３億円を超える部分          その都度定める 

 

２ タイムチャージ制 

上記第１及び第２．１の算定方法と比較衡量し、より適切な算定が可能と認められる下記(1)

のような場合に限り、弁護士との協議の上、タイムチャージ制（弁護士ごとの単価に労働時間を

乗じた額を弁護士報酬とすること）を適用して報酬を算定することができる。 

 

⑴ タイムチャージ制を適用することができる場合 

ア 経済的利益に連動させると高額となることが見込まれる場合 

イ 通常の算定では難易度、労力等に照らして不合理な額となることが見込まれる場合 

ウ 難易度や労力が予測し難いため合理的な算定が困難となることが見込まれる場合 



 

⑵ タイムチャージ制による報酬の算定方法 

ア 単価の設定 

１万円から３万円までの範囲内で、当該弁護士の経験年数等を勘案して、当該弁護士との

協議により定める。 

イ 労働時間等の確定 

職員による確認、作業実績についての報告書の提出などの方法により行う。この際、労働

時間、対応人数等について適切に確認し、厳格な管理を行うものとする。 

 

⑶ タイムチャージ制による場合の支払方法 

事件の中途においても、一定の期間における通算額を支払うことができることとし、詳細は

委任契約書中にて定める。 

  

３ パッケージ制 

本市が訴訟（仮処分を含む。）を提起する場合で、不動産の明渡し、債権回収など、見込みや重

要度が明確なものについては、弁護士との協議の上、仮処分、本訴の各審、強制執行の手続きを

通じて一つの事件とみなし、上記第１及び第２．１により報酬を算定することができる。 

また、同時に同種の事件の処理を委任した場合であって主張立証が共通するとき（裁判所にお

いて併合されたか否かを問わない。）など、それぞれ独立して報酬を算定することが適当でないと

認められる複数の事件についても、弁護士と協議の上、同様に、これらを一つの事件とみなし、

上記第１及び第２．１により報酬を算定することができる。 

 

４ 保険会社の指定する報酬基準 

  保険契約を締結している場合において、保険会社が選任した弁護士に委任するときには、当該

保険会社が指定する報酬基準による。  

 

５ 基本契約の締結 

定型の訴訟を大量に処理する必要がある場合又は今後処理することが必要となることが見込ま

れる場合には、当該定型大量訴訟の処理を委任する内容の契約（以下「基本契約」という。）を弁

護士と締結し、基本契約においてあらかじめ１件あたりの報酬額を定めることができるものとす

る。この場合において、当該報酬額は、上記第１及び第２．１から３までの算定方法によらず、

算定することができる。 

なお、総務局以外の訴訟所管局が弁護士と基本契約を締結する場合には、事前に、総務局と協

議を行うものとする。 

  

第３ その他の取り扱い 



上記第１及び第２の算定方法では、弁護士への委任ができないような場合には、次のような特別

な算定を行うことができる。ただし、この場合においては、特別職による意思決定を必要とするも

のとする。 

⑴ 謝金の算定において、３２０万円を超える「経済的利益に応じた額の加算」を行う。 

⑵ 着手金の算定において、「経済的利益に応じた額の加算」を行う。 

⑶  謝金の算定において、１．２５倍を超える「勝訴割合」を適用する。 

⑷ タイムチャージ制の単価において、３万円を超える金額を設定する。 

⑸ 上記のほか、この報酬基準によらない方法により報酬額を算定する。 

 

○ 総務局による全庁的な支払状況の把握 

   訴訟所管局は、訴訟代理人弁護士に対して報酬を支払った場合には、その支払先、金額及び算定方

法を総務局に報告しなければならない。 

 

 ○ 施行期日 

   この指針は、平成２７年４月１日以降に委任する訴訟代理人弁護士への報酬について、適用する。 

 

附 則（平成３０年３月２８日総務局長決裁） 

この指針は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年３月２６日総務局長決裁） 

この指針は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


